
自治体名：京都府 年度：令和６年度

会計：一般会計等

貸借対照表(BS) （単位：百万円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 2,519,928   固定負債 2,395,343

    有形固定資産 2,064,904     地方債 2,265,732

      事業用資産 657,934     長期未払金 70

        土地 454,373     退職手当引当金 128,924

        立木竹 18,160     損失補償等引当金 618

        建物 605,464     その他 -

        建物減価償却累計額 -430,688   流動負債 110,527

        工作物 5,777     １年内償還予定地方債 86,279

        工作物減価償却累計額 -2,081     未払金 761

        船舶 6,306     未払費用 2,564

        船舶減価償却累計額 -4,007     前受金 1

        浮標等 -     前受収益 33

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 17,036

        航空機 -     預り金 3,849

        航空機減価償却累計額 -     その他 4

        その他 - 負債合計 2,505,870

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 4,630   固定資産等形成分 2,608,464

      インフラ資産 1,379,668   余剰分（不足分） -2,490,254

        土地 426,975

        建物 24

        建物減価償却累計額 0

        工作物 4,806,174

        工作物減価償却累計額 -3,892,027

        その他 0

        その他減価償却累計額 0

        建設仮勘定 38,522

      物品 55,293

      物品減価償却累計額 -27,991

    無形固定資産 1,786

      ソフトウェア 1,783

      その他 3

    投資その他の資産 453,239

      投資及び出資金 130,634

        有価証券 -

        出資金 130,634

        その他 -

      投資損失引当金 -35,486

      長期延滞債権 3,371

      長期貸付金 32,725

      基金 322,043

        減債基金 269,989

        その他 52,054

      その他 49

      徴収不能引当金 -98

  流動資産 104,152

    現金預金 13,570

    未収金 2,028

    短期貸付金 3,890

    基金 84,646

      財政調整基金 1,487

      減債基金 83,159

    棚卸資産 -

    その他 162

    徴収不能引当金 -144 純資産合計 118,210

資産合計 2,624,080 負債及び純資産合計 2,624,080

報告書（財務諸表）



自治体名：京都府 年度：令和６年度
会計：一般会計等   

行政コスト計算書(PL) （単位：百万円）

純行政コスト 751,002

    その他 254

  臨時利益 295

    資産売却益 275

    投資損失引当金繰入額 4,766

    損失補償等引当金繰入額 592

    その他 20

  臨時損失 6,255

    災害復旧事業費 591

    資産除売却損 52

    使用料及び手数料 10,747

    その他 18,224

純経常行政コスト 745,042

      他会計への繰出金 15,956

      その他 891

  経常収益 28,971

    移転費用 372,198

      補助金等 344,726

      社会保障給付 10,626

        支払利息 11,740

        徴収不能引当金繰入額 140

        その他 17,175

        減価償却費 72,038

        その他 -

      その他の業務費用 29,055

      物件費等 150,821

        物件費 51,286

        維持補修費 27,496

        賞与等引当金繰入額 17,036

        退職手当引当金繰入額 13,308

        その他 9,023

    業務費用 401,816

      人件費 221,940

        職員給与費 182,573

報告書（財務諸表）

科目 金額

  経常費用 774,014



自治体名：京都府 年度：令和６年度
会計：一般会計等   

純資産変動計算書(NW) （単位：百万円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

前年度末純資産残高 105,453 2,615,233 -2,509,780

  純行政コスト（△） -751,002 -751,002

  財源 759,629 759,629

    税収等 664,857 664,857

    国県等補助金 94,772 94,772

  本年度差額 8,628 8,628

  固定資産等の変動（内部変動） -11,237 11,237

    有形固定資産等の増加 37,617 -37,617

    有形固定資産等の減少 -72,063 72,063

    貸付金・基金等の増加 409,135 -409,135

    貸付金・基金等の減少 -385,927 385,927

  資産評価差額 -287 -287

  無償所管換等 4,756 4,756

  その他 -338 - -338

  本年度純資産変動額 12,758 -6,768 19,526

本年度末純資産残高 118,210 2,608,464 -2,490,254

報告書（財務諸表）

科目 合計



自治体名：京都府 年度：令和６年度
会計：一般会計等   

資金収支計算書(CF) （単位：百万円）

本年度歳計外現金増減額 378

本年度末歳計外現金残高 3,850

本年度末現金預金残高 13,570

    その他の収入 -

財務活動収支 -27,191

本年度資金収支額 -8,080

前年度末資金残高 17,800

本年度末資金残高 9,720

    地方債償還支出 241,387

    その他の支出 43

  財務活動収入 214,239

    地方債発行収入 214,239

前年度末歳計外現金残高 3,472

    資産売却収入 474

    その他の収入 734

投資活動収支 -27,955

【財務活動収支】

  財務活動支出 241,430

    その他の支出 -

  投資活動収入 268,713

    国県等補助金収入 36,964

    基金取崩収入 73,753

    貸付金元金回収収入 156,788

  投資活動支出 296,668

    公共施設等整備費支出 37,843

    基金積立金支出 103,361

    投資及び出資金支出 269

    貸付金支出 155,195

    災害復旧事業費支出 591

    その他の支出 2

  臨時収入 1,198

業務活動収支 47,066

【投資活動収支】

    税収等収入 664,529

    国県等補助金収入 56,610

    使用料及び手数料収入 10,735

    その他の収入 18,094

  臨時支出 594

      補助金等支出 344,726

      社会保障給付支出 10,626

      他会計への繰出支出 15,956

      その他の支出 891

  業務収入 749,968

      人件費支出 223,211

      物件費等支出 78,783

      支払利息支出 11,504

      その他の支出 17,810

    移転費用支出 372,198

報告書（財務諸表）

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 703,506

    業務費用支出 331,308



　

　③ リース資産
　　ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
　　イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　･･････････リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

　② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価
  　 ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
   　取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
   　取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価

（４）出資金の評価基準及び評価方法

　① 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格
　② 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額

（５）有形固定資産等の減価償却の方法

  ① 有形固定資産（リース資産を除きます。）････定額法
     なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
     建物    １４年～５０年
     工作物　１４年～５０年
     物品 　   ２年～１５年

　② 無形固定資産（リース資産を除きます。）････定額法
 　 （ソフトウェアについては見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）

会計区分 会計名

特別会計

営林事業特別会計
母子及び父子並びに寡婦福祉資金貸付事業特別会計
農業改良資金助成事業等特別会計
中小企業経営基盤強化資金助成事業特別会計
公共用地先行取得事業特別会計
公債費特別会計

（３）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

　① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価
  　 ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
    ア 昭和59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価
 　    ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
    イ 昭和60年度以後に取得したもの
　     取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
     　取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価
 　    ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

注 記（一般会計等財務書類）

１ 重要な会計方針

（１）作成方法

　原則として、総務省が平成２７年１月に公表した「地方公会計マニュアル」に基づく「統一的な
基準」による会計処理、表示に従って作成しています。

（２）対象会計範囲

一般会計の会計区分に加え、次の会計を対象としています。



　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物
　なお、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。
　また、公債費特別会計において償還を行っている一般会計等以外の区分に属する地域開発事業
特別会計及び港湾事業特別会計分の地方債償還金については除いています。

（９）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　① 物品及びソフトウェアの計上基準

物品については、開始時固定資産台帳整備基準及び固定資産台帳更新基準に基づき、取得価
額又は見積価格が５０万円（美術品は３００万円）以上の場合に資産として計上していま
す。ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

　② 資本的支出と修繕費の区分基準

資本的支出と修繕費の区分基準については、法人税基本通達第７章第８節の基準に準じて処
理しています。

（７）リース取引の処理方法

　① ファイナンス・リース取引

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引
　（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が３００万円以下の
　ファイナンス・リース取引を除きます。）
   通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
イ ア以外のファイナンス・リース取引
   通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

　② オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（８）資金収支計算書における資金の範囲

　③ 退職手当引当金

期末自己都合要支給額を計上しています。

　④ 損失補償等引当金

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関す
る法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。

　⑤ 賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額
について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

（６）引当金の計上基準及び算定方法

　① 投資損失引当金

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質
価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。

　② 徴収不能引当金

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上していま
す。
長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上して
います。
短期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上してい
ます。
長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上してい
ます。



将 来 負 担 比 率 257.2%

　③ 管理者と所有者が異なる指定区間外の国道や指定区間の一級河川等及び表示登記が行われて
　　 いない法定外公共物は貸借対照表の資産には、計上していません。

実 質 赤 字 比 率 算定されない

連 結 実 質 赤 字 比 率 算定されない

実 質 公 債 費 比 率 17.1%

　貸借対照表に計上された令和６年度の地方債残高のうち臨時財政対策債は9,160億円となってい
ます。

（３）普通交付税の算定基礎で基準財政需要額に含まれることが見込まれる地方債の残高

　負債である地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎で基準財政需要額に含まれることが見込
まれる金額は1兆1,665億円となっています。

（４）その他財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

　① 百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

　② 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりで
　　 す。

２ 重要な会計方針の変更等

　従来、総務省方式改訂モデルにより財務書類を作成していましたが、総務省の要請を受け、平成
28年度から統一的な基準による財務書類へ変更しています。
このことにより計上方法や表示方法を変更しております。

３ 追加情報

（１）出納整理期間

　出納整理期間が設けられており，出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって
会計年度末の計数としています。

（２）臨時財政対策債の残高


